
１．麦・大豆の生産性向上・生産強化に向けた方針

愛別産地
麦・大豆産地生産性向上計画

　愛別町は、全耕地面積に対して主食米の作付割合が約９割を占める水田地域である。
　近年、主食用米の国内需要が減少する中で、加工用米や飼料用米等の作付けにより水張面積を維持し
ているものの、将来を見据え、施設園芸による高収益作物の生産推進と併せて、土地利用型作物である
麦・大豆の生産を拡大する必要がある。
　麦・大豆の生産拡大にあたっては、担い手への集積が進み１戸当たりの経営面積が拡大している状況
や、国営のほ場整備事業でほ場が大区画化されていくことを踏まえ、効率的作業を可能とする生産性の
高い麦・大豆産地づくりを推進していく。
　また、実需と密接に連携し、実需が求める品質の生産を継続していくとともに、耐病性品種等への切り
替えを進め、単収の増加と安定を実現する。
　現在、愛別町においては、水田収益力強化ビジョンにより水田フル活用の推進に取組んでいるが、本計
画で麦・大豆生産性向上・生産拡大に係る取組をより具体化するとともに、麦・大豆の生産拡大を図る経
営体の取組や面積を人・農地プランに反映することで、地域や関係者間の連携を強化して麦・大豆の生産

（作成主体：愛別町農業再生協議会）
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２．麦・大豆生産の現状と課題
（１）需要に応じた生産の現状と課題

（２）生産における現状と課題

・本地域で生産している小麦は、春まき小麦「春よ恋」はパン・中華麺用として、秋まき小麦「きたほなみ」は日本め
ん用として、ホクレンを通じて熊本製粉㈱、北海道製粉協会などの製粉メーカーに販売されている。北海道において
は、秋まき小麦の販売予定数量が購入希望数量を上回っている一方、春まき小麦の販売予定数量が実需からの
購入希望数量を満たしておらず、当地域としても秋まき小麦を春まき小麦に転換し、春小麦の作付面積の拡大と単
収の向上を図る必要がある。
・春まき小麦の作付面積拡大のためには、水稲との作業競合を回避し、限られた期間で耕起・播種などの作業を実
施できる技術体系の確立が必要があり、作業の高速化・省力化、ほ場の団地化による効率化が課題となっている。
・大豆については、生産の９割を占める品種「とよみづき」は、契約栽培を行っている道内卸業者を経由し、全国の
豆腐、煮豆メーカーに向けて販売している。近年、輸入情勢の変化や府県産の作柄が不安定であることを背景に、
北海道産大豆の需要が高まっていることから、当地域においても、作付面積の拡大と単収の向上により生産量を
拡大するとともに安定した供給を図る必要がある。

　近年、作付面積は小麦・大豆ともに減少傾向で推移しており、単収は秋まき小麦・大豆については増加傾向となっ
ているものの、春まき小麦については、北海道の令和２年産単収（361kg/10a)よりも地域の単収（130kg/10a）が、道
内他産地と比較しても低い状況にある。
　単収低下の原因として湿害が一因となっており、収量を向上させるためには、心土破砕や深耕の実施によるほ場
の透排水性向上、土壌診断に基づく施肥や土壌改良資材の施用等による土質の改善が課題となっている。
　また、担い手への農地集積が進む中、今後において1農家あたりの作業面積が一層拡大することで、適期作業の
逸失等によって単収や品質の低下を招く恐れがあり、ＩＣＴ技術を活用した作業の導入や作付の団地化等の推進に
よって作業の効率化を図り、品質の維持と単収を向上させていくことが課題となっている。



（３）実績

①　生産量

※　田畑計の数値を記載している場合は、括弧内に田の面積を記載すること。

※　必要に応じて適宜行を追加・削除すること。作付していない作物がある場合は空欄で良い。

※　計画策定時に数値が把握できる直近３年の実績を記載する。麦と大豆で年産が異なっても良い。
※　年産は必要に応じて適宜書き換えて使用すること。

※ 麦は必ず品種毎に整理すること。（大豆は品種ごとの記載が困難な場合は、一括の記載が可能）
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②　団地化
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※　原則田の数値を記載するが、畑を含んでいる場合は、田の数値を括弧書きで記載すること。

※　必要に応じて適宜行を追加・削除すること。作付していない作物がある場合は空欄で良い。

※　団地化率は、団地化面積が当該品目の作付面積に占める割合を指す。現状数値以外は把握できる範囲の記載で良い。
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③　団地化率の計算に用いる団地の基準・考え方

  北海道においては、｢団地｣とは、次の一以上の水田活用の直接支払交付金の交付対象水田に該当し、４ha以上
であって、一連の農作業の継続に支障が生じない同一作物を栽培している２筆以上の隣接する農地とする。
①畦畔で接続する２筆以上の交付対象水田
②農道（農作業用の機械が往来に支障がない交通量であり、一連の農作業の継続に支障がない道道及び市町村
道を含む）、水路等を挟んで隣接する２筆以上の交付対象水田
③各々一隅で接続する２筆以上の交付対象水田
④段状に接続する２筆以上の交付対象水田
⑤耕作地の宅地に接続している２筆以上の交付対象水田
⑥未耕作地又は空き地を挟んで隣接する２筆以上の交付対象水田（管理が一体的であって、農作業が一連の流れ
の中で実施可能な圃場の位置関係であるもの）
　
　なお、愛別町では、町内を流れる一級河川の石狩川と愛別川に沿って広がる農地をその支流が分断していること
から、団地の形成において条件が不利であると判断し、団地化基準面積を3haを定め、上記の条件を満たす農地を
団地とする。



３．課題解決に向けた取組方針・計画

（１）取組方針

※　①需要に応じた生産と販売の実現、②団地化の推進については必ず記載する。その他必要な項目を産地の実態に即して記載すること。

①需要に応じた生産と販売の実現
　JAと一体となって需給動向の把握に努め、米麦生産振興協議会や町内農業者の全体会議において情報提供を行
うことで、実需者のニーズに沿った作付けを誘導する。小麦は実需とのミスマッチ解消に向けて、秋まき小麦から春ま
き小麦への転換を推進するため、水稲との作業競合を回避し、限られた期間で耕起・播種などの作業を実施できる
技術体系の確立を推進し、作業の高速化・省力化に資する取り組みや機械の導入を支援する。大豆は、需要の増大
に対応した増産を目指し、作付面積の拡大と単収向上を図るため、効率的播種技術等の導入や湿害対策技術の導
入を推進し、取り組みに必要な機械導入を支援する。

②団地化の推進
　農地中間管理事業を活用して担い手への農地集積を推進していくとともに、年に２回開催している人・農地プランの
見直しに係る地域懇談会や米麦生産振興協議会の各部会（麦・大豆）を活用して、麦・大豆の団地化（現状麦7.85ha
を目標年13ha、同大豆3.26haを目標年15ha）に向けた話し合いを実施する。

③土づくり
　土壌に起因する低収要因の改善に向けて、麦・大豆ともに作付けするほ場の土壌診断の実施を推進し、その結果
に基づく施肥や土壌改良資材の投入等の土づくりに向けた取組を実施する。

④排水改良
　排水の改善に向けては、麦・大豆ともに国営緊急農地再編整備事業の実施によって透排水性機能が向上したほ場
での作付けを推進するとともに、明渠・暗渠の計画的な設置・更新や深耕・心土破砕など排水性向上に資する営農
技術の普及を水田麦・大豆産地生産性向上事業や水田活用の直接支払交付金（産地交付金）を活用して推進する。



（２）計画

①　生産量

※　田畑計の数値を記載している場合は、括弧内に田の面積を記載すること。

※　必要に応じて適宜行を追加・削除すること。

※　麦は必ず品種毎に整理すること。（大豆は品種ごとの記載が困難な場合は、一括の記載が可能）

※　現状値は、計画策定時に数値が把握できる直近の年産を記載する。麦と大豆で年産が異なっても問題ない。

※　目標年は計画策定年から５年後に生産（麦においては播種）する年産とする。麦と大豆で年産が異なっても問題ない。

※　災害等により、現状値として直近年を用いることが適当でない場合は、現状値を７中５とすることが出来る。その場合備考欄に明記すること。
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②　団地化

※　原則田の数値を記載するが、畑を含んでいる場合は、田の数値を括弧書きで記載すること。

※　必要に応じて適宜行を追加・削除すること。

※　現状値については、原則、大豆は令和元年または２年産、麦は令和２年産または3年産の数値を記載すること。

※　目標年は計画策定年から５年後に生産（麦においては播種）する年産とする。麦と大豆で年産が異なっても問題ない。

※　麦は必ず品種毎に整理すること。（大豆は品種ごとの記載が困難な場合は、一括の記載が可能）

※　団地化率は、団地化面積が当該品目(作物)の作付面積に占める割合を指す。
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４．推進体制及び役割

生産
者

取組の実践

取組支援

愛別産地

JA上川中央

営農指導

上川農業改良普及センター

技術指導・技術普及

愛別町米麦生産振興協議会

取組推進

愛別町スマート農業研究会（仮）

ＩＣＴ技術導入の検討

愛別町農業再生協議会

計画策定・総括

愛別町

担い手対策・農地集積支援

産地計画に基づいた推進



５．他計画・プラン等との連携

作成年

1 令和３年

2 令和４年３月（予定）

3

具体的連携内容

６．活用予定の事業

関連

○

○

○

※別紙第６の事業に該当する場合は、「○」を入力してください。その他の事業を活用する場合は「-」。
※備考欄には、活用する時期や具体的な取組内容を記載すること。

備考連携する計画・プラン等名称

水田収益力強化ビジョン

人・農地プラン

　本計画の実施に当たっては、北海道の「麦・大豆生産性向上計画」との整合を図るとともに、本計画の内容を、
毎年作成する水田収益力強化ビジョンに反映させることとする。
特に、団地化の推進にあたっては、町内７地区で作成する「人・農地プラン」との連携を図り、集積された農地が
効果的に活用されるよう団地化を推進する。

事業名
水田麦・大豆産地生産性向上事業

スマート農業総合推進対策事業のうち次
世代につなぐ営農体系確立支援事業

国営緊急農地再編整備事業

備考
当該事業により麦・大豆作付け圃場での排水対策の実施及び対
策実施に係る機械の導入を目指し、収量・品質の高位安定化及
び収益性・生産性の向上を図る。

令和４年度に「産地の戦略づくり支援」において、新技術等を組
み入れた営農技術体系を検証し「産地営農体系革新計画」の策
定を目指すことで省力的・効率的な生産を図る。

平成29年から令和12年までの事業期間において、ほ場整備工
事を実施することで、ほ場の大区画化と透排水性の改善を図る。


